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はじめに　

　「地域日本語教育」という言葉からどのようなイメージを思い浮かべるだろう
か。主婦や定年退職者を中心とする市民が、外国人１を対象にボランティアで日
本語を教えている日本語教室、といった感じだろうか。一見ほのぼのとした善意
の市民ボランティア活動で何の問題もないように思える。
　しかし、外国人住民の急増に伴ってこうした活動が全国に広がってくると、さ
まざまな問題が指摘されるようになった。教室の場所が確保できない、外国人へ
の広報が難しい、教材を買う資金がないといった運営上の問題から、学習者が定
着しない、日本語ボランティアが高齢化している、若いボランティアが入ってこ
ない、専門性のないボランティアが教えていいのか、同じ地域に暮らす住民とし
ての日本人と外国人の間に「先生―生徒」の上下関係を作っていいのか、外国人
住民に対して行政は何もしなくていいのか、等々社会的な問題にまで広がりを見
せている。
　こうした状況に対してさまざまな研究や取り組みが行われるようになり、最近
ではそうした問題解決にあたれる人材として「コーディネーター」の配置がうた
われるようになった。実際に文化庁ではコーディネーター研修が行われたりして
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いる２。それでは、こうした市民が参加して行われている地域日本語教育におけ
るコーディネーターにはどのような役割や専門性が求められるのだろうか。
　本稿では、最初に「地域日本語教育」とはそもそも何なのかを定義し、次に地
域日本語教育におけるコーディネーターの必要性と役割および位置づけについて
先行研究を踏まえて考察する。その上で、多文化社会コーディネーター研究３に
おけるコーディネーターの専門性の観点から、地域日本語教育分野におけるコー
ディネーターの専門性について言及する。

１　地域日本語教育とは

　地域日本語教育におけるコーディネーターについて論ずるためには、まずは地
域日本語教育とは何なのかを踏まえておく必要がある。ここでは、地域日本語教
育が行われるようになった背景や問題状況を把握した上で、地域日本語教育を定
義するとともに、その教育のあり方について考察する。

（１）地域日本語教育の現状
　地域における日本語教育の展開は、日本経済の成長期である 1970 年代後半に、
日本に居住する外国人を対象に市民ボランティアの活動として始まった［文化庁
編 2004: ５］。その後、1990 年の入管法の改正４に前後していわゆるニューカマー
外国人が急増し、市民ボランティアによる日本語学習支援の活動は全国に広がり
をみせていく。自治体では、大阪市［大阪地域日本語教育推進委員会 2000］や
川崎市［川崎市地域日本語教育推進委員会 1997］などで、1970 年代からオール
ドカマー外国人を対象にした識字教育５が行われていたが、ニューカマー外国人
への対応は、市民ボランティアの動きから 10 年以上遅れる形で、1990 年代以降
にようやく社会教育または国際化政策の一環として日本語教室が開催されるよう
になった［日本語教育学会 2008］。しかし、自治体設置の日本語教室であっても
その中心的担い手は依然として市民ボランティア６であり、自治体や自治体設置
の国際交流協会では日本語教室の設置・運営よりも、むしろ日本語ボランティア
の養成や研修が盛んに行われ、市民ボランティアに依存する日本語教室はさらに
増加してきている。
　文化庁の調査７によると、日本語教育実施機関のうち教育施設ではない「一般
の施設・団体」の数は 2000 年には 821 であったのが、2010 年には 1,281 に増加
している。しかし、調査から漏れている市民ボランティアによる教室は相当数あ
ると考えられ、実際はずっと多いことが想定される。
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　一方で、同調査によると日本国内における日本語学習者数は、2010 年 11 月 1
日現在で 167,594 人となっている。このうち大学や日本語学校等教育機関に属す
る留学生が 10 万人程度であるから、留学生以外の学習者は 7 万人に満たない。
しかし、先に述べたとおり市民ボランティアによる日本語教室の実態は把握され
ておらず、実際には７万人を超える相当数の学習者が存在するものと思われる。
また、地域の日本語教室に参加していない「限られた日本語能力しか持たない人々
が、現在の日本には数十万人規模で存在する」［金田 2012］ともいわれている。
さらに、最近では外国につながる児童・生徒も地域の日本語教室に参加してきて
おり、地域日本語教室への潜在的ニーズはかなり高いと言える。
　地域の日本語教室の特徴は、留学生が大学で学問を修めるために毎日学べる日
本語学校のような環境とは異なり、専門の教師が配置されているわけでもなく、
支援者である市民ボランティアの多くは日本語教育の専門性を持たず、かつ開催
頻度は、週１回 2 時間程度である。しかも、学習者は、子どもから大人まで年齢
も幅広く、日本語を学ぶ直接の目的も、就労のためであったり、家族や隣人との
コミュニケーションのためであったり、学校での教科学習のためであったりとさ
まざまで、日本語レベルも多様である。
　このように、市民ボランティアがその中心的担い手である点、さらに、学習者
の背景や日本語のレベル、日本語学習のニーズ、教室の活動形態、運営体制など
の多様性において、大学や日本語学校の教育機関とは大きく異なる地域の日本語
教室の活動およびその活動を支える環境を総称して「地域日本語教育」と呼ばれ
るようになるが、「地域日本語教育」という言葉が定着してきたのは、文化庁が
1994 〜 2000 年度に実施した「地域日本語教育推進事業」、2001 〜 2003 年度に実
施した「地域日本語教育活動の充実事業」８、2006 〜 2008 年度に実施した「地
域日本語教育支援事業」９等において、「地域日本語教育」を冠した事業が行われ
たことによると考えられる（ただし文化庁では 2007 年度以降は、「生活者として
の外国人のための日本語教育事業」10 と名称を変更している）。

（２）地域日本語教育の定義
　それでは「地域日本語教育」に、学問的な体系があるのかというと、前述した
とおり学習者のあり様が多様であるがゆえに教育カリキュラムの作成が難しく、
かつ活動の多くが市民ボランティアによって担われてきたという経緯もあり、「共
生日本語」［岡崎 2007］といった教育の内実を問う議論も行われてはいるものの、
むしろ市民による「学習支援」のあり方として、「交流」、「市民活動」といった
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側面から「共育」といった概念が提起されるなど［武蔵野市地域日本語教育推進
委員会 2000］学問としての体系は定まっていない。
　また、2006 年に総務省から出された「多文化共生推進プログラム」では、「コミュ
ニケーション支援」としての「日本語学習支援」が自治体の多文化共生施策とし
て要請されており、単に日本語教育という側面だけでなく、自治体の外国人住民
施策としての側面も重要な観点となってきている。
　筆者は、現在の職場に着任する前の 1990 〜 2006 年まで、自治体が設置した国
際交流協会で外国人住民のための日本語教育事業に携わってきた［杉澤 2012］。
その経験から感じるのは、地域の日本語教室は、同じ地域に暮らす言語・文化の
異なる住民同士が継続的に接触・交流できる場であり、「日本語」をテーマにし
た協働活動を通して学習者と支援者が隣人としての人間関係を築くことによっ
て、外国人の地域参加を促せる場に成り得るということである。
　例えば、筆者が担当していた事業においては、日本語ボランティアを「日本語
交流員」と呼び、「日本語を使って交流する」活動を教室活動とマンツーマン活
動を組み合わせて併行して行っていた。こうした活動からはさまざまなエピソー
ドが生まれている。学習者のフィリピン人 M さんが、出産のため入院した時の
ことである。M さんは、習いたての日本語に自信がなかったのか同室の人々と
話ができずにいたという。お見舞いに行った日本語交流員の Y さんは、そんな
状況を察して同室の人々に M さんが日本語を学んでいることを伝えながら紹介
して回ったそうだ。それをきっかけに、M さんは同室の人々と話ができるよう
になり、出産の不安をやわらげることができたという。また、日本語交流員の S
さんは、中国人女性 C さんの子どもが学校からもらってくるお便りを一緒に読
む中で、中国では冷たい物を食べる習慣がなく「弁当」が何なのかわからないこ
とを知った。そこで仲間に声をかけ「外国人のためのお弁当づくり講習会」を企
画した。そのお返しにと学習者たちが各国の料理教室を開催したところ、市民か
ら大好評を得て、これをきっかけに外国人が講師となって行う「世界の料理教室」
が国際交流協会の事業として行われるようになった。
　これらはほんの１例であるが、日本語交流員の Y さんも S さんも、継続した
交流活動の中で学習者の人柄や外国人が異文化で暮らす問題状況を理解していっ
ている様子がうかがえる。そのうえで、Y さんは日本語に自信のない M さんを
地域の人々につなぎ、S さんは、弁当講習会を実施することによって、「世界の
料理教室」という外国人が主体的に地域社会に参加する場の創造につなげていっ
たのである。レイブ＆ウエンガー［1993］は、学習とは個人の営みであり個人が
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現実社会で活動することによって社会の一員と認められていくプロセスにあると
「正統的周辺参加」学習論を唱えるが、先の例において学習者は市民同士の交流
活動を通して地域社会に参加していっており、そのプロセスにおいて必然的に日
本語を学んでいるのである。地域日本語教室は、そうした学びを支える場であっ
てほしいものである。
　それでは、文法・文型を体系的に学べる場は必要ないのかというとそうではな
い。言語教育もしくは言語政策的な側面において、ドイツ 11 など移民受け入れ国
が実施しているように、国が外国人受け入れ政策において制度を整えるべきであ
る。自治体においては、国の施策と組み合わせることによって多文化共生施策と
して日本語教育事業を実施すべきである。つまり、国が日本語教育専門家による
教育制度を設け、自治体がその制度を活用することによって、言語教育の機能と
外国人が住民として地域に参加していける場としての機能を両立させること、さ
らに多様な組織・機関とのネットワークを構築することによって、地域日本語教
育を多文化の人々が共に暮らす上での問題を解決するシステムとして機能させる
ことが重要である。自治体施策として日本語教育事業を実施する意義は、まさし
く「多文化共生」の地域づくりにある。
　こうした「多文化共生社会」の実現を目的とする考え方は、各所で示されてい
る。日本語教育学会の文化庁委嘱調査研究においては、地域日本語教育を、「多
文化共生社会形成のための日本語教育システム」［日本語教育学会 2008:14］と捉
えるべきであると指摘している。文化庁審議会国語分科会日本語小委員会（以下、
日本語小委員会）では、「地域における日本語教育は , 多文化共生社会の実現に
向けての取組でもあり , 日本語教育を推進するためには , ボランティアや専門家
のほかに , 一般市民の参加が必要不可欠である」12 と、その目的と同時に市民参
加の重要性にも言及している。
　以上のことから、地域日本語教育とは、「多文化共生社会の実現を目的とする
市民参加による地域の日本語教育活動およびそのシステム」と定義することがで
きる。

（３）多文化共生社会を実現する教育とは
　地域日本語教育が多文化共生社会実現を目指す教育であるならば、それでは、

「多文化共生社会」を実現する教育とはどのような教育をいうのだろうか。
　「多文化共生」という言葉は、自治体の外国人住民施策のスローガンとして広
まった［近藤 2011］。多文化共生政策として体系化されたのは、2006 年に総務省
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がまとめた「多文化共生推進プログラム」においてである。その報告書には、「地
域における多文化共生」について、「国籍や民族などの異なる人々が、互いの文
化的ちがいを認め合い、対等な関係を築こうとしながら、	地域社会の構成員とし
て共に生きていくこと」と定義されている。このプログラムにおいて「コミュニ
ケーション支援」として「日本語学習支援」が位置づけられたことにより、地域
の日本語教室は、場所・予算・広報といった制度面においては充実が図られつつ
ある。しかし、「多文化共生」の理念に則していうならば、地域日本語教育は、「国
籍や民族などの異なる人々が互いの文化的ちがいを認め合う」教育になっている
か、「対等な関係を築く」教育になっているか、「地域社会の構成員として共に生
きる」（社会参加が保障される）教育になっているかというように活動の内実が
問われることになる。　
　「多文化共生」の概念については制度面での議論が先行しているが、多文化社
会における文化的状況について、山西［2010］は、単に多様な文化が並存してい
るという静的な状況で捉えるのではなく、複数の文化にまたがって生きる人々が
共に暮らす社会において、「文化間・民族間の対立もしくは共存関係は、『人の間』
に文化的同化・文化的融合・文化的並存・文化的創造といった動的、力学的な関
係が多面性をもって存在している」と、人と人の関係性の中で捉えるべきである
と述べる。地域の日本語教室は、まさしく多様な文化を背景にもつ生身の人間が
日常的・継続的に接触する場であり、何もしなければ、無意識のうちにマジョリ
ティである日本人ボランティアが、教える側という強者の立場から日本社会への
同化を強いている可能性もあり得るのである。逆に、言語・文化の異なる人と人
の間に起こってくる摩擦や葛藤の中から問題を発見し、協働で問題解決に向かえ
る対等な人間関係を築けたなら、相互の学び合いを通して、新しい活動・価値・
文化が創造される可能性もあるということである。
　このように、多文化共生社会を実現していく教育には、「多文化共生」を制度
面から支える政策との連携が求められるとともに、住民の意識変革をも可能にす
る教育が求められるのである。そのためには、多くの住民が対等な立場で参加で
きる活動の仕組みづくりと同時に、日々の活動において対話をベースにした協働
による学習活動（例えば、参加型学習やワークショップなど）を創造できる人材
の必要性が浮かび上がってくる。このことは、地域日本語教育の最も基本的な課
題と言える。
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２　地域日本語教育におけるコーディネーターをめぐる議論

　多文化共生社会を目的とした地域日本語教育の実現に向けて、多くの市民の参
加を促し、協働型の活動を推進できる人材とは誰なのか。そこで浮上してきたの
がコーディネーターである。ここでは、地域日本語教育の課題とともに、コーディ
ネーターの必要性、業務・役割、位置づけについて日本語教育の分野ではどのよ
うな議論が行われてきたのかを紹介しつつ、そのあり方ついて見ていく。

（１）コーディネーターの必要性　
　文化庁における最初の地域日本語教育に関する調査研究は、1994 〜 2000 年度
に行われた「地域日本語教育推進事業」と言っていいだろう。当時日本語教室等
の事業を実施していた比較的先進的な８つの自治体（川崎市、群馬県太田市、山
形県山形市、浜松市、大阪市、東京都武蔵野市、福岡県福岡市、沖縄県西原町）
をモデル地域に指定し、3 年間（西原町のみ２年間）にわたる調査研究を自治体
職員および専門家を構成員とした研究チームに委嘱したもので、国が自治体に「地
域の特性に応じた支援体制の整備」を要請した最初の施策といえる［野山
2005:39］。
　この調査研究では、オールドカマーを対象にした識字教室を早い段階から実施
していた川崎市や大阪市、南米日系人が集住する太田市や浜松市、外国人配偶者
が多く暮らす山形市、都市型地域の武蔵野市や福岡市、留学生の多い福岡市や西
原町など、あえて地域性の異なる８地域を指定している。このことは、地域によっ
て異なる文化的・歴史的背景、さらにその地域の基幹産業が農業なのか製造業な
のかといった経済活動などの特性によって、自治体の政策や住民の考え方、日本
語学習者についてもそのあり様や学習ニーズが異なってくることから、標準化さ
れたプログラムや教材に依存するのではなく、むしろそれぞれの地域に則した独
自の取り組みが求められることを浮き彫りにした。
　一方で、地域日本語教育の体制整備に関しては共通の課題も見えてきた［文化
庁編 2004:13-14］。キーワードで拾ってみると以下のようになる。
　①学習のあり方：相互学習、生涯学習、国際理解、異文化理解、相互理解
　②参加対象：外国人住民、外国につながる児童・生徒、日本語ボランティア

③体制整備に求められる課題：市民意識、交流プロラム、資料センター、連携、	
　　　　　　　　　　　　 ネットワーク、コーディネーター

　この調査研究でこうした課題を解決するための人材として、初めてコーディ
ネーターの必要性が指摘された。
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　その後、コーディネーターの必要性については各所で示されるが、2010 年の
日本語小委員会の審議でも、地域日本語教育の体制整備の一環として指摘されて
いる。そこでは、「多様な人・機関・団体との連携協力で日本語教育の企画・運
営を行う」のがコーディネーターの役割とされ、国際交流協会がコーディネート
機能を果たせる組織の例として挙げられている。国際交流協会については、「過
去の経緯も含め地域の実情の詳しい人材が登用されている」との認識が示されて
おり、このことは、地域によって異なる課題に長期のビジョンを持って取り組む
には、専門職としてコーディネーターが配置されている国際交流協会のような組
織が関わることの必要性が示されたものと言える。

（２）地域日本語教育におけるコーディネーターの役割と位置づけ
　上記のコーディネーターの必要性の議論からは、以下のようなコーディネー
ターの役割認識を読み取ることができる。
　・地域ごとに異なる問題を整理し解決すること
　・問題解決のために連携やネットワークづくりをすること
　・市民意識の醸成や交流プログラムづくりをすること
　・相互学習や異文化理解を促進すること
　・多様な人・機関・団体との連携協力で日本語教育の企画・運営をすること
　・継続的に業務を遂行すること
　また、文化庁の「地域日本語教育活動の充実方策に関する調査研究協力者会議」

［文化庁編 2004:114-117］、日本語教育学会における「文化庁委嘱調査研究」［日
本語教育学会 2008:33-34］、「日本語小委員会」においてもコーディネーターの役
割については同様な議論が行われている。これらの議論を総合すると、地域日本
語教育のコーディネーターの業務と、その業務を遂行するために求められるコー
ディネーターの役割・機能に分けることができ、以下のように整理できる。

【コーディネーターの業務】
　・日本語教育事業の企画・運営
　・地域ごとに異なる問題の解決
　・市民参加の仕組みづくり
　・相互学習のプログラムづくり

【コーディネーターの役割・機能】
　・市民意識の醸成と参加の促進
　・対話をベースにした協働活動の推進
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　・多様な人・機関・団体との連携やネットワークの推進

　こうしたコーディネーターの業務・役割は、日本人も外国人も同じ地域に暮ら
す市民として参加し、協働し、人間関係や新たな活動や仕組みを創造するプロセ
スをどう推進できるのか、また業務を遂行するために地域リソース（社会資源）
を発掘し、多様な団体・組織とのネットワークをどう構築するのかといった点に
おいて、地域日本語教育分野のみならず、あらゆる分野のコーディネーターに求
められる役割・機能と言うことができる。こうしたコーディネーターに求められ
る役割・機能については、これまでのコーディネーター研究において「参加・協
働・創造のプロセスの循環を推進すること」［杉澤 2009b］と定義されている（図
１参照）。

　一方で、日本語学習活動そのものに関するコーディネーターの役割はどのよう
に考えたらいいだろうか。
　新庄らは、「日々ボランティアと外国人の間で行われている実践にコーディネー
ターがどのように関わり、その実践をどのように変革しようとするのか」

［2005:68］と、コーディネーターの「教室内における役割」について問題提起を

図１　コーディネーターの機能・役割

リソースの発掘
ネットワーキング
（情報、人、事業、組織）
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している。
　この点については、本センターで進めている多文化社会コーディネーター研究
において、宮崎［2012］と北村［2012］が日本語教室における自らのコーディネー
ター実践のプロセスを記述する中でその役割を明らかにしている。宮崎は、3.11
の東日本大震災について教室で語り合う中で、「何かしたい」という学習者や支
援者の思いを受け止め、教室外の多様な人や機関の「何かしたい」という思いに
つなげ、さらに現地のニーズとつなぎつつ、顔の見える支援活動を日本語教室の
活動として創り出した。その中で、被災者への支援物資にそれぞれの思いをつづっ
た手紙を書いて添える学習プログラムを生み出している。また、日系南米人が集
住する地域で活動する北村は、行政が翻訳版を用意しきれないタイやインドネシ
ア出身など少数言語話者がゴミの出し方をきちんと理解していないことに着目
し、住民として学ぶ必然性のあるゴミの出し方をテーマに「わかりやすい日本語」
版ごみ分別表作りを行い、仲間にプレゼンテーションするという地域に開いた学
習プログラムを行政や支援者と協働で企画・実施した。
　宮崎、北村の実践では、日本語教室の参加者の「声」（思い）を聴く中から、
問題を整理し、実践課題を設定し、多様な人・機関との連携・協働を推進し、新
たな活動を生み出している。そのプロセスにおいて「参加・協働・創造を推進す
る」コーディネーターとしての役割を果たしていることが見て取れる。
　そして、教室内の役割について言えば、「日本語学習プログラムづくり」にコー
ディネーターとしての役割があったことがわかる。また、そうした役割を果たせ
たのは、宮崎も北村も日本語教師としての専門知識を有しており、かつ日本語学
校や地域日本語教室での活動経験も豊富であったからであり、こうした日本語教
育に関する知識・経験をコーディネーター実践において活用することによって、
地域課題を視野に学習者にとって必然性のある日本語学習プログラムを生み出す
ことができたのではないかと考えられる。
　それでは、こうした力量のある人材の組織的な位置づけはどのように捉えたら
いいだろうか。宮崎は、業務委託ではあるが「日本語学習支援コーディネーター」
として教室活動に関しては一定の権限を与えられた存在である。北村は、常勤の
専門職として「システムコーディネーター」の肩書きで役割を果たしている。コー
ディネーターとして事業の企画運営や組織を超える連携・協働を推進するには、
一定の権限を持った立場として組織内に位置づけられなければその役割を果たす
ことは難しい。日本語教育学会や小委員会においても、「強い権限を持ってその
ことだけのために役割を果たす組織の存在」［日本語教育学会 2008:25］、「常勤の
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専門職」［日本語教育学会 2009:130］、「自治体の本来業務」（小委員会）として位
置づけるべきといった提言がなされている。
　地域日本語教育施策は、地域の多文化共生の行方を左右するほど重要な事業で
ある。長期ビジョンを持って取り組む必要があることから、一定の組織に位置付
けられた安定したポストでなければ、どんなに専門性の高い人材が配置されたと
してもその力量を発揮することは容易ではない。

３　地域日本語教育分野におけるコーディネーターの専門性とは

　本来業務として担う強い権限を持った常勤の専門職としてコーディネーターの
ポストが用意されたとしよう。しかし、その専門性が明らかでなければ、適任者
を配置することもできず、結果として地域日本語教育は機能しないことになって
しまう。ここでは、地域日本語教育におけるコーディネーターの専門性について、
多文化社会コーディネーターの専門性の観点から考察する。
　なお、ここでいう多文化社会とは、外国人住民（言語・文化の異なる人々）と
の共生を目指す社会という意味で使用する。

（１）多文化社会コーディネーターとは
　地域日本語教育におけるコーディネーターは、多文化共生社会の形成という目
的において多文化社会コーディネーターと共通する。
　東京外国語大学多言語・多文化教育研究センターでは、多文化社会の課題解決
に寄与する専門人材を「多文化社会コーディネーター」と位置づけて、その役割・
専門性に関する研究を現場の実践者と協働で行ってきた。
　その成果として、多文化社会に関連するすべての分野のコーディネーターに共
通する専門職を「多文化社会コーディネーター」と総称し、「あらゆる組織にお
いて、多様な人々との対話、共感、実践を引き出すため、『参加』→『協働』→『創
造』のプロセスをデザインしながら、言語・文化の違いを超えてすべての人が共
に生きることのできる社会の実現に向けてプログラムを構築・展開・推進する専
門職」［杉澤 2009b］と定義した。
　ここでいうあらゆる組織とは、多文化社会に関連する分野として、「政策」、「福
祉」、「医療」、「学校教育」、「地域日本語教育」、「司法」、「労働」など、外国人が
生活する上で直面する問題に関連するあらゆる分野の組織を指す。したがってそ
れら全ての分野が、多文化社会コーディネーターの実践領域と考えられる。
　例えば、「地域日本語教育」を専門分野とする多文化社会コーディネーターの
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実践領域は、図２の横軸の多文化社会と縦軸の地域日本語教育の網掛けの部分と
なる。学習者を住民の視点で捉えるなら、横軸の多文化社会と交わる部分におい
て「福祉」や「政策」分野との連携・協働が、また、外国につながる子どもたち
の学習支援に関しては「学校教育」分野との連携・協働が、さらに学習者の生活
上の個別の問題解決においては、例えば労働問題であれば企業、ハローワークや
労働基準監督署など「労働」分野の人や機関との連携・協働が必要となり、「地
域日本語教育」の専門分野以外の分野も連携・協働による実践という文脈におい
て多文化社会コーディネーターの実践領域となる。
　多文化社会コーディネーターの実践は、分野を超えた連携・協働を創り出すこ
とが核となるがゆえに、その実践は自らが所属する分野のみならず他（多）分野
にも広がりを持つことになり、多文化社会に交わる全ての分野が多文化社会コー
ディネーターの「実践領域」となるのである。

（２）地域日本語教育分野におけるコーディネーターの専門性に関する議論
　それでは、地域日本語教育分野におけるコーディネーターには、その実践にお
いてどのような専門性が求められるのだろうか。
　日本語教育学会の調査研究においては、地域日本語教育をシステムとして機能
させるために欠かせない人材として、「コーディネーター」が挙げられている。
さらに、その業務において、日本語教室を機能させる役割を「地域日本語コーディ
ネーター」、自治体施策等との連携においてシステムを構築し機能させる役割を

「システムコーディネーター」と便宜的に２種類に分けてそれぞれの役割に求め

司
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図２　地域日本語教育を専門分野とする多文化社会コーディネーターの実践領域（網掛け部分）
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られる資質・能力を表にまとめている（表１）［日本語教育学会 2011:130-134］。

　ここで提示されている資質・能力は、主に日本語教育に関するものとコーディ
ネートに関するものの２つに分けられる。「地域日本語コーディネーター」と「シ
ステムコーディネーター」の両方の役割に求められる能力として、D・企画立案
能力、E・実行力、F・関係構築力が挙げられており、これらがコーディネート
に求められる能力と考えられている。日本語教育に関する能力については、日々
の日本語教室での学習活動において、先の宮崎・北村の例からもわかる通り、「日
本語教育専門家」としての能力が必要とされる。しかし、興味深いのは、コーディ
ネーターを地域日本語教育にかかわる専門職と位置づけながら、「システムコー
ディネーター」には、A・日本語教育に関する知識・能力および B・実践能力は
それほど重要視されていないことである。つまり、自治体施策等との連携におい
てシステムを構築し機能させる役割を担う「システムコーディネーター」は日本
語教育を専門とする人でなくてもよいということであり、地域日本語教育分野に
おける専門職として位置づける必要はないように思われる。むしろ「政策」分野
のコーディネーターと位置づけた方が合理的かも知れない。
　また、ここでいう日本語教育に関する能力とは、単に文法・文型が教えられる
ということではないはずである。多文化共生を実現するための教育という観点で
いえば、「対話・協働」型の学習活動を推進するために「参加型学習やワークショッ
プ」などの手法を活用した相互学習のプログラムをデザインし、協働型活動をファ
シリテートできる能力・技能が必要とされる。また、こうした能力・技能はどの
分野であってもコーディネーターの実践には欠かせない［杉澤 2009a］。しかし、
日本語教育学会の議論ではこうしたコーディネーターに求められる能力・技能に

地域日本語
教育専門家

地域日本語
コーディネーター

システム
コーディネーター

日本語
ボランティア

A 日本語教育に関する知識・能力 ◎ ◎ ○ △

B 日本語教育に関する実践能力 ◎ ◎ ― △

C“その地域社会”を理解し、生きる力 ○ ○ ◎ ○

D 企画立案能力 ○ ◎ ◎ ―

E 計画を実行する能力 ○ ◎ ◎ ―

F 対人関係を築く力 ◎ ◎ ◎ ◎
◎非常に求められる	○求められる	△ある程度求められる	－特に求められない

表１　地域日本語教育・支援にかかわる人々に求められる資質・能力
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ついては触れられていない。
　一方で、2010 年度から実施されている文化庁事業「地域日本語教育コーディ
ネーター研修」においては、「地域日本語教育コーディネーターに必要とされる
能力」として以下の５つが示されている（表２）13。これは、表１で提示された
資質・能力に比べると、実践的な技能を含んだ捉え方と言える。

　a の「問題把握・課題設定」は専門職としての視点であり［ショーン 2007］、b
「ファシリテーション」・c「ネットワーク」・d「リソースの把握」、については、コー
ディネーターに求められる能力・技能［杉澤 2010］として、e の「方法の開発」
については、先述した宮崎・北村の事例における日本語学習プログラムづくりの
ような日本語教育に関する専門性として分析できる。この研修は、「地域日本語
教育コーディネーター」が獲得すべき専門的能力の視点が示されたという点では
一歩前進といえるが、逆にその業務、役割、組織的な位置づけについては示され
ていない。また、どうしたらそうした専門的能力を身につけられるのかといった
方策については、いずれの場合にも明らかにされていない。また、これまでの議
論を踏まえるなら、受講者については、行政に関連する何らかの組織に一定の権
限を与えられた立場のコーディネーターか、もしくは将来そうした立場が予定さ
れている実践経験のある人であるべきだが、実際にはそうした点は考慮されてお
らず、専門職化を目指すコーディネーター研修としては課題が残る。

（３）地域日本語教育分野にも必要とされる多文化社会コーディネーターの専門性
　地域日本語教育分野のコーディネーター業務を行ううえで、「日本語教育」に
関する専門性を有しているかどうかは、宮崎・北村の例のようにコーディネーター
として「日本語学習プログラムづくり」に関する業務が担えるかを見るうえでは
重要ではあるが、それでは、多様な人・組織との協働による事業の企画・運営、
市民参加の仕組みづくりといった業務を推進するために求められるコーディネー

a 問題把握・課題設定 地域日本語教室の現状と問題を把握し，課題を設定する力

b ファシリテーション 課題解決のプロセスを可視化し，活動を推進する力

c 連携（ネットワーク） 組織内外の調整や，地域や組織や人の力をつなぎ，協働を進める力

d リソースの把握・活用 日本語教育のリソースを把握し，課題に応じて適切に活用する力

e 方法の開発 「生活者としての外国人」に適した日本語教育の方法を開発する力

表２　地域日本語教育コーディネーターに必要とされる能力
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ター本来の専門性については、どのように捉えたらいいだろうか。前述したよう
に、その役割・機能は、基本的に多文化社会コーディネーターの実践において求
められる役割・機能と同様と考えられる。
　多文化社会コーディネーターは、前掲の図２の実践領域図からもわかるように、
いずれかの分野の組織において日常的な業務を担っている。その上で、多文化社
会に関する問題解決においては分野を越えて多様な人・組織との協働による実践
を起こしていく力量、すなわち専門性が求められる。
　多文化社会コーディネーターの専門性は、①「知識・実践知」、②「価値観・
態度」、③「実践力」の３つの要素から成り立っており、実践においては、それ
ら３つの要素が総合的・一体的・有機的に引き出され活用されていると考えられ
る。また、③「実践力」のベースとなる能力・技能については、実践のステージ
別に表３のように整理できる［杉澤 2010:26-30］。

　表３の基礎的実践、中核的実践に求められる能力・技能は、先に述べた「参加・
協働・創造のプロセスの循環を推進する」コーディネーターの役割を果たすため
に必須とされる能力・技能であり、日本語教育学会の調査研究や文化庁の地域日
本語教育コーディネーター研修で示された能力とも部分的に一致する。しかし、
ショーン［2007］によると、専門職とは、「問題を定義づけ、解決してくれる人」
のことを言うのであり、単に個別の能力・技能が高ければよいというものではな
い。多文化社会（地域日本語教室は多文化社会の最前線と考えられる）に生起す
る問題を適切に定義づけ、的確な実践によって問題を解決する力量が求められる。
専門職として最も重要な力量は、マニュアルに頼れない地域ごとに異なる固有の
問題状況を分析し、実践課題を設定し、解決に向かうそのプロセスにおいて、自

基礎的実践

①情報の収集・編集・発信能力／個人情報保護

②ネットワーク力（ネットワークマネジメント力）

③課題の把握・分析・設定能力／リスクマネジメント

中核的実践

①プレゼンテーション力（論文執筆・口頭発表力）

②ファシリテーション力

③デザイン・プログラム力（企画立案・構想力）

実践の＜わざ＞

①膨大な情報を選別して管理する能力

②ひらめきと推論の長い筋道をつむぎだす能力

③探究の流れを中断することなしに同時に複数のものの見方を保つ能力

表３　コーディネーターの実践に必要とされる主な能力・技能



21地域日本語教育をめぐる多文化社会コーディネーターの役割と専門性──序論

らの実践の中に秘匿された「暗黙知」を引出し活用する実践の＜わざ＞に求めら
れる［ショーン 2007］。また、専門性の３つの要素である①「知識・実践知」、
②「価値観・態度」、③「実践力」を包括的・総合的な力量として活用するため
には「省察」14 が求められる。この「省察」をどう行うかが専門職として大きな
課題であるが、暗黙知を言語化するという「省察」の方法によって、その専門性
を明らかにすることができると考えられる［杉澤 2011］。
　以上、紙幅の関係で詳細な説明は省略するが、多文化社会コーディネーターの
専門性の３つの要素の観点から、地域日本語教育分野を実践領域とするコーディ
ネーターの専門性を整理すると、以下のようになる。
①知識・実践知：日本語教育に関する専門知識および多文化社会に関する包括的

知識 15 を獲得している。また、日本語教育の分野においてコーディネー
ターとして一定期間の実践経験を有し、実践の中に秘匿された「暗黙知」
を言語化し実践知を提示できる。

②価値観・態度：コーディネーターとして「多文化共生」に向けて「拓く」16 と
いう価値観・態度を有している。

③実践力：コーディネーターとしての能力・技能（表３）を有し、「省察」がで
きる。

　多文化社会コーディネーターの実践領域の観点から言えば、地域日本語教育に
関わるコーディネーターは、「地域日本語教育」を専門分野とする人だけでなく、
自治体施策として事業の企画・実施に携わる「政策」分野を専門とする人であっ
たり、児童・生徒への教育を専門とする「学校教育」分野の人であったりと、そ
の専門分野はさまざまである。特に、今後は、「政策」分野との連携が期待され
ており、むしろ「政策」分野のコーディネーターがその役割を担うケースが増え
てくるかも知れない。その場合は、上記①知識・実践知の「日本語教育」の部分
を「政策」と置き換えればよい。その際には、宮崎・北村のような日本語学習プ
ログラムづくりができる日本語教育の知見を持ったコーディネーターとの協働が
必要になると思われる。
　コーディネーターが業務を遂行する上で、自らが所属する分野の専門知識およ
び多文化社会全般にわたる知識を包括的に有していることは重要である。しかし、
実践者としてのコーディネーターに求められる専門性とは、まさに実践の中に立
ち表れてくる実践力そのものにある。現状を変革していける実践力を培ってこそ
専門職として多文化共生社会形成に貢献できるコーディネーターといえる。そう



22

考えるなら、地域日本語教育のコーディネーターに求められる専門職としての専
門性は、多文化社会コーディネーターに求められる専門性そのものと言える。

おわりに

　2011 年度の多文化社会コーディネーター研究会には、多文化社会コーディネー
ターコース修了者で、日本語教育を専門分野とする３人と周縁的に地域日本語教
育に関わる 3 人が参加し、「地域日本語教育をめぐる多文化社会コーディネーター
の役割・専門性」をテーマに実践研究を行ってきた。同じ「地域日本語教育」の
活動に携わりながらも、それぞれが所属する組織や立場、また担当する業務は全
く異なっており、わずか６人ではあったが、コーディネーターの地域日本語教育
への関わり方がいかに多様であるかに気付かされた。同時に、地域日本語教育に
関わる人は、日本語教育を専門分野とする人だけではないこと、むしろ多様な分
野の人々がかかわらなければ多文化共生社会の実現はできないからこそ、連携・
協働を推進できるコーディネーターの存在が重要であるということも実感させら
れた。
　一方で、こうした現場の「実践者による実践研究」［杉澤 2011］は、まさにコー
ディネーター実践の内実を示すものであり、地域日本語教育分野のみならずあら
ゆる分野で活動するコーディネーターにとって大いに参考になるものと思われる。
　多文化社会の課題解決に向かうという文脈における総称としての「多文化社会
コーディネーター」という職名は、現状としてはそれぞれの組織が目指す目的に
よってその使われ方はさまざまで、例えば地域日本語教育分野においては「日本
語学習支援コーディネーター」、「日本語コーディネーター」、「地域日本語教育コー
ディネーター」、「地域日本語コーディネーター」、「システムコーディネーター」、

「プログラムコーディネーター」といったように、バラバラで定まっていない。
　今後、そうした名称のあり方が整理されるとともに、多文化社会の課題解決に
寄与するコーディネーターが、専門職として社会的認知を得られる何らかの制度
が検討されることを期待したい。とはいえ、制度ができればそれでいいというも
のではない。専門職であるならば、自らの実践を省察し続けてこそ、多文化共生
社会の実現は可能となると思っている。
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[注]
 １	本稿では、国籍にかかわらず言語・文化の異なりによって問題を抱えやすい人々を「外国人」と呼ぶ。
 ２	2001-2005年度に「地域日本語支援コーディネータ研修」（国際日本語普及協会に委託）、2010年度か

ら「地域日本語教育コーディネーター研修」が行われている。
 ３	東京外国語大学多言語・多文化教育研究センターでは、2007年度から多文化社会の課題解決に寄与

する専門人材として「多文化社会コーディネーター」の研究を行っている。その成果は、センター
発行の『シリーズ多言語・多文化協働実践研究』の6,	 12,	 14および同シリーズの別冊１と３を参照
してほしい。

 ４	日系３世までに「定住者」の在留資格が新設されたことにより「デカセギ」を目的とする日系南米
人を中心とするいわゆるニューカマー外国人が増加・定住化していった。

 ５	「識字とは、社会の主体的な構成員として、その社会自身をより良いものへと作り変えていけるよ
うな、一連の知識、資質、技能、態度、能力、これらを身に付けて行く取り組みの総体のことである。
識字を、手話や点字を含め、社会の構成員がその社会に参加していくための基本的な要素であり、
人権にかかわる問題として定義する」［大阪地域日本語教育推進委員会2000］。

 ６	全国の実態はデータがないので不明だが、外国人集住都市28都市を対象に実施された調査によると、
日本語教室の42.3%はボランティアによる運営であり、またそのスタッフについては88.6%がボラン
ティアである（外国人集住都市会議いいだ2011配布資料より）。

 ７	文化庁文化部国語課「平成22年度国内の日本語教育の概要」を参照。
 ８	この事業において、2001・2002年度に「地域日本語支援コーディネータ研修」が（社）国際日本語

普及協会に委嘱され実施されている。同研修は、引き続き2003-2005年度には、同じく文化庁の「日
本語ボランティア活動の支援・推進事業」として委嘱・実施されている[国際日本語普及協会2006]。

 ９	「地域に居住する外国人の日本語学習を支援するボランティア団体等に対して，研修の実施（人材育
成），日本語教室設置運営，教材作成，シンポジウムの開催（連携推進活動）の4分野について，意
欲的で優れた事業企画を募集し，先端的なもの，奨励したいもの等を審査の上委嘱し実施した事業」

	 http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/kyouiku/chiiki/index.html（2012年７月25日閲覧以下同
じ）

 10	2006年に内閣府に「外国人労働者問題関係省庁連絡会議」が設置され、「『生活者としての外国人』
に関する総合的対応策」が提示された。これにより2007年から文化庁でも事業の名称を統一したと
考えられる。

 11	ドイツでは、移民政策としてドイツ語教育を900時間まで保障するなどの制度がある［日本語教育
学会2011:111］。

 12	文化庁ホーム―ページ「地域における日本語教育の体制整備について」参照。
http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/bunkasingi/nihongo_12/pdf/sanko_1.pdf

 13	文化庁ホームページ「地域日本語教育コーディネーター研修」募集案内参照。
	 http://www.bunka.go.jp/kokugo_nihongo/kyouiku/coordinator_kensyu/h23_coordinator.html
 14	［ショーン2007］参照。
 15	多文化社会コーディネーター養成講座の共通必修科目において多文化社会に関する知識分野を示し

ている。［杉澤2010］参照。
 16	［杉澤2010］参照。
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